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自動車局 旅客課





◆ 新規参入：許可制※
◆ 増 車：認可制※

※供給過剰とならないものであるかどうか等を審査
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）

◆ 新規参入・増車：禁止
◆ 強制力ある供給削減措置
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）

事業者計画

営業方法による
削減の申出

独禁法適用除外 地域協議会
期間３年期間３年

事業者 認
可活性化事業計画

新規参入・
増車への意見

地域協議会

事業者

需要活性化策と併せて
自主的な供給削減措置を実施

認
定

原則（道路運送法）
◆ 新規参入：許可制
◆ 増 車：届出制
◆ 自動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

合意事業者
以外

国
営業方法による削減の勧告・命令

全ての合意事業者が
事業者計画の認可

を
受けることが必須

改正タクシー特措法＝特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成25年11月成立、平成26年１月施行）

① 道路運送法に基づく「新規参入は許可制、増車は届出制」という規制緩和の原則は維持しつつ、供給過剰対策が必要な地域につい
て、特定地域と準特定地域の二本立ての制度を創設。

② 特定地域については、新規参入・増車は禁止。
③ 認可を受けた特定地域計画に基づく供給過剰対策の取組に関する独占禁止法の適用除外。
④ 一定の場合には、供給輸送力を削減しない事業者に対して、営業方法の制限に関する勧告・命令が可能に。
⑤ 特定地域及び準特定地域において公定幅運賃制度を創設。

準特定地域（大臣指定） 特定地域（大臣指定・運審諮問）

地域計画 地域計画
認
可

需要活性化策・
供給削減措置を実施

改正タクシー特措法のポイント
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(5)

以下の指標に該当する場合に特定地域として指定。ただし、日車営収が平成13年度より増加している場合には
指定しない。

(1) 車両の稼働効率の指標 ⇒ 実働実車率(＝実働率×実車率)が平成13年度と比較して10％以上減少して
いること。

(2)事業者の収支状況の指標 ⇒ 赤字事業者の車両数シェアが1/2以上であること、又は赤字事業者の車両数シェ
アが1/3以上であって、前年度と比較して10ポイント以上増加していること。

(3) 流し営業の指標 ⇒ 人口30万人以上の都市を含む営業区域であること。

(4) 地域の需要動向の指標 ⇒ 総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。

(6) 地域・利用者の意向の指標 ⇒ 利用者の意向も踏まえた上で協議会の同意を得ること。

②事業運営の指標

③安全性の指標 ⇒ 走行100万キロ当たりの事故の発生件数の直近５年間の平均値が、全国の平
均値を上回っていること。

① 運転者の賃金水準の指標 ⇒ 日車営収又は日車実車キロが平成13年度と比較して10％以上減少していること。

⇒ 走行100万キロ当たりの法令違反の件数の直近５年間の平均値が、全国の平
均値を上回っていること。

※①～③いずれかに該当すること。

特定地域の指定基準
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特措法の規定と制定時の議論を基本としつつ、指定地域の実態を踏まえて、指定期限の延長の取扱いに関する指針を策定（平
成30年3月16日）

タクシーが供給過剰であり、事業の適正化・活性化を進めることが特に必要な地域を指定（法3条1項）
指定期間経過後も指定の必要があると認めるときは延長（法3条2項）
指定の事由がなくなった場合は、指定を解除（法3条3項）

（衆議院附帯決議）
特定地域の指定については、その法的効果に鑑み厳格に行うこととし、現行特定地域における一般
乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法に基づく特定地域に係る指
定基準より厳しい客観的な基準を設定した上で、適切に運用すること。また、特定地域について指定
事由がなくなったと認めるときは、すみやかに指定を解除すること。

基本的な
考え方

延長

特定地域計画の議決が行われていない地域
→延長を行わない

特定地域計画の議決が行われている地域
指定を受けた年度から2年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、指定基準
に該当する地域は、
• 3年を超えない範囲で指定を延長する。
• ただし、指定延長後、毎年度の輸送実績等に基づき、指定基準に該当しない場合は、当

該輸送実績等が明らかになった年度末日に指定を解除する。

特定地域の指定期限の延長の取扱いについて

3



北摂交通圏



都道府県 営業区域 地域指定 地域計画認可 基準該当状況 取扱い（案）

大阪 北摂交通圏 R1.7.1 R３.4.30 ○
延長

R7.6.30まで

北摂交通圏については、令和２年度輸送実績等を指定基準に当てはめた結果、指定基準に該当
令和４年２月２５日、地域協議会において特定地域の指定の延長について同意

北摂交通圏の状況
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北摂交通圏の概要

・大阪府の北部に位置し、京阪神大都市圏の中心にあ
って大阪はもとより、東部は京都に、また西部は兵庫県
の阪神地域に近接する地域である。

・域内には高槻市や茨木市のような中核市、特例市も
あり、それぞれが独自の都市機能を発揮している地域で
もある。

・ベッドタウンとしての都心部への移動ニーズはもとより、
圏内での通勤や通学、通院といった日常生活に密着し
た移動等、幅広い移動のニーズへの対応が求められる
地域である。

・鉄道、バスといった大量公共交通機関の輸送網が発
達し、利用者、地域の様々なニーズに応えている。タクシ
ーも、鉄道駅からのフィーダー輸送やバスがカバーできな
い地域内の輸送を行うなど、これらの交通機関と相まっ
て地域住民の足としての機能を発揮している。

【出典：北摂交通圏における特定地域計画（Ｒ２年）】

北摂交通圏

交通圏の歪み

5



特定地域計画の議決 令和2年11月10日 指定基準 該当状況

実働実車率 【H13】43.9%   【R2】28.7%  【減少率】34.7% 10%以上減少 〇

赤字車両数シェア 【R1】73.4%   【R2】100.0%  【差】26.6ポイント 50％以上の割合 〇

人口 高槻市：約35万人 30万人以上 〇

総実車キロ 【R1】16,412,157km   【R2】10,292,509km  【減少率】37.3% 5%未満の増加率 〇

日車営収

日車実車キロ

【H13】42,503円 【R2】27,149円 【減少率】36.1%

【H13】119.0km      【R2】67.0km    【減少率】43.7%

10%以上減少

（いずれか）
〇

法令違反 【北摂交通圏】0.062件/100万キロ 【全国平均】0.055件/100万キロ 全国平均超 〇

協議会の同意 令和4年2月25日 同意 〇

事故 【北摂交通圏】8.930件/100万キロ 【全国平均】7.769件/100万キロ 全国平均超 〇

適正化
の取組

※1：認可事業者数/合意事業者数
※2：事業者計画認可済み実施車両数/事業者計画認可済み計画車両数

適正車両数 指定時車両数
(適正車両数との乖離)

目標車両数
（削減率）

事業者計画
認可率※1

事業者計画
達成状況※2

６１６ ７１３
（１３．９%）

６５５
（８．１％）

１００%
R３.１０.２１

１００%
R４.２.４

供給輸送力の削減目標と実施状況（令和４年３月1日時点）
北摂交通圏における適正化の取組の進捗状況

北摂交通圏：指定期限の延長の取扱い指針への適合状況
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法人タクシー 個人タクシー 合計

事業者数
（者）

１５
（±０）

７２
（△１．４％） ８７

車両数
（両）

７００
（△１．８％）

７２
（△１．４％） ７７２

輸送人員
（千人）

３，９７４
（△４１．７％）

１１０
（△５０．２％） ４，０８４

営業収入
（百万円）

４，１７３
（△３５．８％）

１０６
（△４６．７％） ４，２７９

運転者数
（人）

１，１７２
（△１３．７％）

７２
（△１．４％） １，２４４

【令和２年度末】 ※括弧内は平成３０年度の数値と比較した増減率

北摂交通圏：タクシー事業の現状①
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【実働実車率】平成13年度の43.9%をピークに減少。令和２年度は28.7%となり、ピーク時から約35%減少。

【日車営収】平成13年度の42,503円をピークに平成21年度は30,852円まで減少。改正タクシー特措法が施行された平成26年度は31,637円。その後は
横ばいとなり、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は27,149円まで減少。

北摂交通圏：タクシー事業の現状②

832台

713台 700台
（△1.8％）

42,503円

30,852円 31,637円

32,493円

27,149円
（△16.4％）

2,644万km

1,641万km

1,029万km
（△37.3％）

43.9％
33.8％

28.7％
（△15.1％）

20

40

60

80

100

120

140

160

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

車両数 日車営収
総実車キロ 実働実車率

リーマンショック

旧タクシー特措法施行規制緩和（需給調整規制等） 改正タクシー特措法施行

特定地域指定
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【車両数】平成20年度の832台をピークに減少。令和２年度は700台となり、ピーク時から約16%減少。

【総実車キロ】平成14年度の2,644万キロをピークに減少。令和２年度は1,029万キロとなり、ピーク時から約61%減少。



ジャパンタクシーは、高齢者にとって乗りやすく、そしてルーフが高く乗り心地が良いので、導入を促進して欲しい。（関西
生活者連合会）
訪日外国人のためだけではないが、キャッシュレス決済や多言語対応等に利用出来るタブレット等の取組みを拡充して
欲しい。（商工会議所）
最終的な移動手段としてタクシーに頼らざるを得ないので、頑張って頂きたい。（利用者代表）

利用者
代表・
自治体
からの
発言

（意見）

事業者
代表から
の発言
（意見）

地域指定の延長が認められた場合でも、延長期限にかかわらず、１日でも早く特定地域の指定を解除できるよう
に全会員で適正化と活性化に取り組んでいく。（大阪タクシー協会）
コロナの影響で利用者が大幅に減少し、非常に厳しい経営環境にあるため、事業を継続するためにも延長を希望する
。（事業者）
新型コロナにより需要が減少しており、延長して供給力の削減を継続しないと需給バランスが崩れる。（事業者）
UDタクシーの導入を積極的に行っており、２０２２年度（令和４年度）には、保有台数の５０％以上とする計画
をしている。（事業者）
新型コロナの影響で厳しい経営環境にあり、設備投資等の必要な活性化の取り組みが進んでいないため、延長して欲
しい。（事業者）
コロナ禍において、タクシーは安全な乗り物であることを実感してもらうためのＤＶＤを活用した広報を強化し、タク
シーのことを市民に理解してもらう活動を行う。（大阪タクシー協会）

コロナ禍での厳しい営業状況の中、活性化に向けた取り組みはほぼ全ての項目で前進しているので、評価できるのではな
いでしょうか。（利用者代表）
活性化策について、道半ばであり、引き続いて強化を望みます。（大阪タクシーセンター）

適正化・活性化に向けた決意表明

北摂交通圏 特定地域協議会における主な発言・意見

要望事項

取組に対する評価
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【大阪府におけるＵＤタクシー導入補助】
・大阪府において２０２５年の大阪・関西万博に向けてバリアフリー化を
加速する為、ユニバーサルデザインタクシーを事業者が購入する際に費
用の一部を補助する方針。

●大阪府の令和４年度予算案
・１億８０００万円を予算計上。（１台あたり３０万円×６００台）

●導入目標
・大阪・関西万博の開催までに、大阪府内におけるタクシー総台数の２
５％をユニバーサルデザインタクシーとする。

大阪府において、ＵＤタクシーの普及推進
等を全庁的に取り組むため、交通政策部
署や観光関係部署等の関係者を構成員
とする「ユニバーサルデザイン推進指針庁内
連絡会議」を設置するとともに、 当該連絡
会議の下に「UDタクシー普及促進ワーキン
ググループ」を設置し、具体的な施策の取
組を推進。

北摂交通圏における活性化の取組例①
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UDタクシー導入の促進
・北摂交通圏の特定地域計画においてＵＤタクシーの導入目標が設定され、
ＵＤタクシーの導入が進んでいる。

・北摂交通圏特定地域計画に基づく目標：北摂交通圏内の全車両数の35％

北摂交通圏内の全車両数：７００両（令和３年３月末現在）
Ｒ２.３.３１現在：４７両 ⇒ Ｒ３.３.３１現在：１０３両

【導入率14.71％】

乗降の様子

クレジットカード・電子マネーの導入率向上

・北摂交通圏においてもキャッシュレス化を推進しており、クレジットカ
ード・電子マネーは、全社（１５社）で導入。

・車両数シェアは、北摂交通圏内の全車両数（７００両）の９６％で導入
済となっている（導入車両数６７２両）。

クレジットカード等の導入車両

Ｒ３．３．３１現在 ６７２両（６％増）

Ｒ２．３．３１現在 ６３６両

配車アプリの導入による利便性の向上

・北摂交通圏においても配車アプリの導入を推進しており、利用者利便の
向上や更なる利用促進に寄与。

・車両数シェアは、北摂交通圏の全車両数（７００両）の６９％で導入済
みとなっている（導入車両数４８１両）

配車アプリ導入状況

Ｒ３．３．３１現在 １２者 ４８１両（R2.3.31から２４％増）

Ｒ２．３．３１現在 ９者 ３８９両

配車アプリ：GO 配車アプリ：S.RIDE配車アプリ：ＤⅰＤⅰ



北摂交通圏における活性化の取組例②
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妊婦や子ども支援タクシー
・事前登録を行った妊婦に対し、必要な研修を受講し、陣痛・出産等の基礎
知識を有したドライバーがかかりつけの病院まで運送。

・保護者の負担を軽減するため、必要な研修を受講したドライバーがチャイ
ルドシート等を備えた車両で運送。

【取組導入事業者及び有資格者数】
・２者 ８９人（令和３年３月末現在）

優良事業者等評価制度の地域拡大について
・良質な運転者を確保するとともに、利用者の利便性向上を図るため、大
阪タクシーセンターにおいて「優良事業者等評価制度」を導入しており、
令和３年度から北摂交通圏も対象とし、６者が認定された。
また、優良運転者についても、北摂交通圏から１３４名が選定されて

いる。

【対象事業者】すべての事業者又は参画希望事業者を想定

【北摂交通圏開始時期】
・令和３年10月1日

日本交通グループ関西
国際興業大阪


